
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成23年５月12日

【四半期会計期間】 第61期第１四半期（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）

【会社名】 金下建設株式会社

【英訳名】 The Kaneshita Construction Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　金下　昌司

【本店の所在の場所】 京都府宮津市字須津471番地の１

【電話番号】 (０７７２)４６－３１５１(代表)

【事務連絡者氏名】 経理部長　　山崎　哲典

【最寄りの連絡場所】 京都府宮津市字須津471番地の１

【電話番号】 (０７７２)４６－３１５１(代表)

【事務連絡者氏名】 経理部長　　山崎　哲典

【縦覧に供する場所】 金下建設株式会社大阪支店

（大阪市北区西天満５丁目９番16号）

金下建設株式会社兵庫支店

（兵庫県豊岡市三坂町５番28号）

株式会社大阪証券取引所

（大阪市中央区北浜１丁目８番16号）

EDINET提出書類

金下建設株式会社(E00133)

四半期報告書

 1/27



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 　
第60期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第61期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第60期

会計期間 　

自平成22年
１月１日
至平成22年
３月31日

自平成23年
１月１日
至平成23年
３月31日

自平成22年
１月１日
至平成22年
12月31日

売上高 （百万円） 6,288 6,887 16,660

経常利益 （百万円） 569 267 551

四半期（当期）純利益 （百万円） 302 62 271

純資産額 （百万円） 20,772 20,215 20,430

総資産額 （百万円） 27,844 24,718 26,171

１株当たり純資産額 （円） 1,193.221,197.001,198.49

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 17.55 3.68 15.88

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 73.5 80.5 76.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 412 △1,722 360

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,113 201 4,082

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △278 △300 △457

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 4,421 8,574 10,378

従業員数 （人） 221 210 211

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。　
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について重要な変

更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成23年３月31日現在

従業員数（人） 210 [75]

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、当第１四半期連結会計期間の平均人員を［　］内に外数で記載して

おります。

(2）提出会社の状況

 平成23年３月31日現在

従業員数（人） 193 [63]

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、当第１四半期会計期間の平均人員を［　］内に外数で記載しており

ます。
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第２【事業の状況】

「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。　

　

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）受注実績

報告セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間

(自　平成23年１月１日

　至　平成23年３月31日)

(百万円)　

　

前年同

四半期比（％）

建設事業　 4,413 －

（注）当社グループでは、建設事業以外では受注生産を行っておりません。
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(2）売上実績

報告セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間

(自　平成23年１月１日

　至　平成23年３月31日)

(百万円)　

　

前年同

四半期比（％）

建設事業 6,814 －

製造・販売事業等 73 －

合計 6,887 －

　（注）１．当社グループでは、生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。　

 (3）売上にかかる季節的変動について

　建設事業においては、工事の完成引渡しが第１四半期連結会計期間に集中しているため、第２四半期連結会計期間

から第４四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第１四半期連結会計期間の完成工事高が多くなるといっ

た季節的変動があります。

なお、参考のため提出会社における個別の事業の状況は次のとおりであります。

建設事業における受注工事高及び完成工事高の状況

(1）受注工事高、完成工事高、繰越工事高

期別 区分
期首繰越工事高
（百万円）

期中受注工事高
（百万円）

計
（百万円）

期中完成工事高
（百万円）

期末繰越工事高
（百万円）

前第１四半期累計期間

 

（自　平成22年１月１日

至　平成22年３月31日）

土木 4,983 1,566 6,550 3,601 2,949

建築 8,487 1,929 10,415 2,360 8,056

計 13,470 3,495 16,965 5,960 11,005

当第１四半期累計期間

 

（自　平成23年１月１日

至　平成23年３月31日）

土木 2,933 3,111 6,045 2,689 3,356

建築 5,564 1,142 6,705 3,881 2,824

計 8,497 4,253 12,750 6,570 6,180

前事業年度

 

（自　平成22年１月１日

至　平成22年12月31日）

土木 4,983 4,335 9,319 6,385 2,933

建築 8,487 6,477 14,964 9,400 5,564

計 13,470 10,812 24,282 15,785 8,497

　（注）１．前事業年度以前に受注した工事で契約の更改により請負金額に変更があるものにつきましては、期中受注工

事高にその増減額を含みます。したがって期中完成工事高にもかかる増減額が含まれます。

２．期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）であります。
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(2）完成工事高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

前第１四半期会計期間

 

（自　平成22年１月１日

至　平成22年３月31日）

土木工事 2,317 1,284 3,601

建築工事 143 2,217 2,360

計 2,459 3,501 5,960

当第１四半期会計期間

 

（自　平成23年１月１日

至　平成23年３月31日）

土木工事 2,644 45 2,689

建築工事 2,423 1,458 3,881

計 5,067 1,503 6,570

　（注）完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであります。　

前第１四半期会計期間　

　　

　

(財)丹後中央病院

国土交通省

西日本旅客鉄道㈱

北近畿タンゴ鉄道㈱

京都府 

1,386百万円

766百万円

694百万円

688百万円

605百万円

23.3％

12.8％

11.6％

11.5％

10.2％

当第１四半期会計期間　

　　

　

京都市

国土交通省

京都府

2,417百万円

884百万円

772百万円

36.8％

13.4％

11.8％

　

(3）繰越工事高（平成23年３月31日現在）

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

土木工事 3,341 14 3,356

建築工事 159 2,666 2,824

計 3,500 2,680 6,180

　

２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

（1）業績の状況

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、景気の持ち直しに向けた動きが見られたものの、依然として雇

用情勢や所得環境は厳しい状況でありました。また、３月に発生した東日本大震災により、企業活動等への影響が懸

念される等、景気の先行きに不透明感が強まっております。

　建設業界におきましては、民間設備投資、住宅投資に若干の改善が見られるものの、依然として低調であり、公共投

資につきましても減少傾向にあり、厳しい状況が続きました。

　このような状況のもとで、当第１四半期連結会計期間の当社グループの売上高は、繰越大型工事の完成等により68

億8千7百万円（前年同四半期比9.5％増）となりましたが、利益面につきましては、売上総利益率の低下等により営

業利益は2億1千7百万円（前年同四半期比59.5％減）、経常利益は2億6千7百万円（前年同四半期比53.1％減）、四半

期純利益は6千2百万円（前年同四半期比79.6％減）となりました。

　なお、当社グループの売上高は、季節的変動要因により計上時期が第１四半期連結会計期間に比較的集中する傾向

があります。また、販売費及び一般管理費等は期間を通じて均等に発生するため、第２四半期連結会計期間から第４

四半期連結会計期間における利益に比べ、第１四半期連結会計期間の利益が多くなる傾向があります。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

（建設事業）

　受注工事高は官公庁工事の受注が増加したことにより、前年同四半期に比べ増加し44億1千3百万円となりました。
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完成工事高は68億1千4百万円、セグメント利益は3億3千1百万円となりました。

（製造・販売事業等）

　主にアスファルト製品の製造・販売で、売上高は2億7千2百万円、セグメント利益は2千7百万円となりました。

（2）財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末における総資産につきましては、受取手形・完成工事未収入金等が28億1千6百万円増

加しましたが、現金預金が18億2千1百万円、未成工事支出金等が26億7千6百万円減少したこと等により、前連結会計

年度末より14億5千3百万円減少し247億1千8百万円となりました。

負債につきましては、支払手形・工事未払金等が6億9千9百万円増加しましたが、未成工事受入金が17億6千5百万

円減少したこと等により、前連結会計年度末より12億3千8百万円減少し45億3百万円となりました。

純資産につきましては、利益剰余金が2億2千4百万円減少したこと等により、前連結会計年度末より2億1千5百万円

減少し202億1千5百万円となりました。

（3）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ18億4百万円減少し85億7

千4百万円となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、未成工事支出金等の減少26億7千6百万円等がありましたが、売上債権の増

加28億1千6百万円、未成工事受入金の減少17億6千5百万円等により、17億2千2百万円の減少（前年同四半期は4億1千

2百万円の増加）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の償還による収入2億1千6百万円等により、2億1百万円の増加

（前年同四半期は21億1千3百万円の減少）となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出6千万円、配当金の支払額2億4千1百万円により、

3億円の減少（前年同四半期は2億7千8百万円の減少）となりました。

　

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 
 
（5）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間において、研究開発活動は特段行っておりません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、新たに確定された重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年５月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 19,033,300 19,033,300
大阪証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株　

計 19,033,300 19,033,300 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成23年１月１日～

平成23年３月31日
－ 19,033,300 － 1,000 － 2,121

　

EDINET提出書類

金下建設株式会社(E00133)

四半期報告書

 9/27



（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

　

（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】 

　 平成23年３月31日現在

 区分  株式数（株）  議決権の数（個）  内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  2,246,000 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式 16,547,000  16,547 －

単元未満株式  普通株式    240,300 － －

発行済株式総数           19,033,300 － －

総株主の議決権  －  16,547 －

 

②【自己株式等】

　 平成23年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

 金下建設株式会社
 京都府宮津市字須

津471-1
 2,246,000  －  2,246,000  11.80

 計  －  2,246,000  －  2,246,000  11.80

（注）取締役会決議による取得株式数が170,000株あり、当第１四半期会計期間末日の自己株式数は、2,416,753

株であります。　　
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年
１月

２月 ３月

最高（円） 367 357 389

最低（円） 333 340 306

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

　　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動　

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

専務取締役 建築担当 専務取締役
京都支店長兼
建築担当

橋本　堅吾 平成23年４月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）に準じて記載しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年１月１日から

平成23年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平

成22年３月31日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、監査法人グラ

ヴィタスによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 8,364 10,185

受取手形・完成工事未収入金等 5,862 3,046

有価証券 1,210 908

未成工事支出金等 ※1
 736

※1
 3,412

繰延税金資産 30 32

その他 904 420

貸倒引当金 △25 △24

流動資産合計 17,081 17,979

固定資産

有形固定資産

土地 1,563 1,563

その他（純額） ※2
 638

※2
 621

有形固定資産合計 2,201 2,184

無形固定資産 106 95

投資その他の資産

投資有価証券 5,032 5,480

その他 631 769

貸倒引当金 △334 △335

投資その他の資産合計 5,330 5,913

固定資産合計 7,637 8,192

資産合計 24,718 26,171
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 2,784 2,085

未払法人税等 124 188

未成工事受入金 457 2,222

引当金 76 38

その他 563 665

流動負債合計 4,003 5,198

固定負債

繰延税金負債 100 156

役員退職慰労引当金 385 372

負ののれん 4 5

その他 11 11

固定負債合計 500 543

負債合計 4,503 5,741

純資産の部

株主資本

資本金 1,000 1,000

資本剰余金 2,121 2,121

利益剰余金 17,284 17,508

自己株式 △817 △758

株主資本合計 19,588 19,871

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 302 248

評価・換算差額等合計 302 248

少数株主持分 325 311

純資産合計 20,215 20,430

負債純資産合計 24,718 26,171
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 6,288 6,887

売上原価 5,546 6,433

売上総利益 742 454

販売費及び一般管理費 ※1
 206

※1
 237

営業利益 536 217

営業外収益

受取利息 26 21

受取配当金 0 0

為替差益 － 17

その他 17 12

営業外収益合計 43 51

営業外費用

支払利息 0 0

為替差損 10 －

その他 1 1

営業外費用合計 10 1

経常利益 569 267

特別利益

固定資産売却益 － 2

貸倒引当金戻入額 1 1

特別利益合計 1 3

特別損失

固定資産除却損 － 1

退職給付制度改定損 － 125

特別損失合計 － 126

税金等調整前四半期純利益 570 144

法人税等 ※2
 243

※2
 69

少数株主損益調整前四半期純利益 － 76

少数株主利益 25 14

四半期純利益 302 62
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 570 144

減価償却費 20 22

引当金の増減額（△は減少） 45 55

前払年金費用の増減額（△は増加） 2 135

受取利息及び受取配当金 △26 △21

支払利息 0 0

売上債権の増減額（△は増加） △1,337 △2,816

未成工事支出金等の増減額（△は増加） 2,117 2,676

仕入債務の増減額（△は減少） △174 699

未成工事受入金の増減額（△は減少） △899 △1,765

未払消費税等の増減額（△は減少） 145 △89

その他 △49 △601

小計 413 △1,561

利息及び配当金の受取額 18 15

利息の支払額 △0 △0

法人税等の支払額 △19 △176

営業活動によるキャッシュ・フロー 412 △1,722

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3,900 －

定期預金の払戻による収入 1,900 －

有価証券の償還による収入 87 216

無形固定資産の取得による支出 － △14

投資有価証券の取得による支出 △200 －

その他 0 △1

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,113 201

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △34 △60

自己株式の売却による収入 0 －

配当金の支払額 △245 △241

財務活動によるキャッシュ・フロー △278 △300

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 17

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,979 △1,804

現金及び現金同等物の期首残高 6,401 10,378

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 4,421

※
 8,574
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31

日）を適用しております。 

　　これによる損益に与える影響はありません。

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。
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【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法

　当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著

しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見

積高を算定しております。

２．実地たな卸の省略

 

　当第１四半期連結会計期間末におけるたな卸高が、前連結会計年度末に算定したもの

と著しい変化がないと認められるたな卸資産については、前連結会計年度末における実

地たな卸高を基礎として、合理的な方法により算定しております。

３．固定資産の減価償却費の

算定方法

　減価償却の方法として定率法を採用している固定資産の減価償却費については、連結

会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定しております。

４．繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法

 

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度にお

いて使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっており

ます。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

税金費用の計算

 
　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見

積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計

算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によって

おります。

　なお、法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示しております。　

【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

（退職給付引当金）

　当社は、退職金制度を変更し、平成23年４月に適格退職年金制度から確定拠出年金制度へ移行することに伴い、「退職

給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号 平成14年１月31日）を適用しております。

　本移行に伴う影響額は、当第１四半期連結累計期間の特別損失として125百万円を計上しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成23年３月31日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

※１．未成工事支出金等の内訳は、次のとおりであります。

未成工事支出金 654百万円

材料貯蔵品 45百万円

販売用不動産 38百万円

※２．有形固定資産の減価償却累計額は、2,975百万円であ

ります。

※１．未成工事支出金等の内訳は、次のとおりであります。

未成工事支出金 3,327百万円

材料貯蔵品 48百万円

販売用不動産 38百万円

※２．有形固定資産の減価償却累計額は、2,989百万円であ

ります。

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給料手当 75 百万円

退職給付費用 4 百万円

役員退職慰労引当金繰入額

　
3百万円

貸倒引当金繰入額 9百万円

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給料手当 80 百万円

退職給付費用 7 百万円

役員退職慰労引当金繰入額

　
21百万円

貸倒引当金繰入額 1百万円

 ※２．税金費用については、簡便法による税効果会計を適

用しているため、法人税等調整額は「法人税等」に含

めて表示しております。

 ※２．　　　　　　　　　　同左

　

 　３．当社グループの売上高は、季節的変動要因により計上

時期が第１四半期連結会計期間に比較的集中する傾向

があります。また、販売費及び一般管理費等は期間を通

じて均等に発生するため、第２四半期連結会計期間か

ら第４四半期連結会計期間における利益に比べ、第１

四半期連結会計期間の利益が多くなる傾向がありま

す。

３．　　　　　　　　　　同左
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年３月31日現在）

現金預金勘定  9,721百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金
△5,300百万円

現金及び現金同等物 4,421百万円

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年３月31日現在）

現金預金勘定  8,364百万円

有価証券勘定 210百万円

現金及び現金同等物 8,574百万円

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自平成23年１月１日　至平成
23年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 19,033,300株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 2,416,753株

 

３．新株予約権等に関する事項

 該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

配当金支払額

 決議  株式の種類
 配当金の総額

（百万円）

 １株当たり

配当額（円）
 基準日  効力発生日

 配当の

原資

平成23年３月24日

定時株主総会
普通株式 285 17平成22年12月31日平成23年３月25日

利益

剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日） 

 
建設事業
（百万円）

その他の事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社 
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対す

る売上高
6,173 115 6,288 － 6,288

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

－ 207 207 (207) －

計 6,173 322 6,495 (207) 6,288

営業利益 579 51 630 (94) 536

　（注）１．事業区分の方法

日本標準産業分類を勘案して区分しております。

２．各事業区分の主要な内容

建設事業　　：土木、建築工事の施工に関する事業

その他の事業：アスファルト合材の製造・販売事業、建設用資材の販売事業他 

３．会計処理基準等の変更

　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日） 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結会計

期間より「工事契約に関する会計基準」を適用しております。　　

　これにより、当第１四半期連結累計期間の「建設事業」の売上高は61百万円、営業利益は10百万円増加して

おります。　

　　　　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

在外連結子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。

　

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

海外売上高がないため、記載しておりません。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配

分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、土木工事、建築工事、その他建設工事全般に関する建設事業及びアスファルト製品等の製造・販売等に関す

る事業を展開しており、したがって、「建設事業」及び「製造・販売事業等」の２つを報告セグメントとしておりま

す。

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第１四半期連結累計期間(自  平成23年１月１日  至  平成23年３月31日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　
報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結損益計
算書計上額
（注）２

建設事業
製造・販売
事業等　

計

売上高 　 　 　 　 　
  外部顧客への売上高 6,814 73 6,887 － 6,887
  セグメント間の内部売上高
　又は振替高

－ 199 199 △199 －

計 6,814 272 7,086 △199 6,887
セグメント利益 331 27 358 △141 217

（注）１．セグメント利益の調整額△141百万円には、セグメント間取引消去△3百万円及び各報告セグメントに配分して

いない全社費用△137百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費でありま

す。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

(追加情報)

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年３

月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平成20年３月

21日)を適用しております。

　

（金融商品関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）

著しい変動がないため、記載を省略しております。

　

（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）

著しい変動がないため、記載を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）

当社グループはデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

（企業結合等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成23年３月31日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

１株当たり純資産額 1,197.00円 １株当たり純資産額 1,198.49円

　（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結会計期間末
（平成23年３月31日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 20,215 20,430

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
325 311

 （うち少数株主持分） (325) (311)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産

額（百万円）
19,890 20,119

１株当たり純資産額の算定に用いられた四

半期末（期末）の普通株式の数（株）
16,616,547 16,786,743　

 
　

２．１株当たり四半期純利益金額

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 17.55円 １株当たり四半期純利益金額 3.68円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につき

ましては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

同左

 

　（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

四半期純利益（百万円） 302 62

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 302 62

期中平均株式数（株） 17,202,011 16,713,279

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）

著しい変動がないため、記載を省略しております。 

 

２【その他】

該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年５月11日

金下建設株式会社

取締役会　御中

監査法人グラヴィタス

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 木田　稔　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 圓岡　徳樹　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている金下建設株式会社の

平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年

３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、金下建設株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。　

追記情報 

  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は当第１四半期連

結会計期間より「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用している。　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年５月10日

金下建設株式会社

取締役会　御中

監査法人グラヴィタス

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 木田　稔　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 圓岡　徳樹　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている金下建設株式会社の

平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年１月１日から平成23年

３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、金下建設株式会社及び連結子会社の平成23年３月31日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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